
第３回公契約条例検討委員会 次 第

令和２年６月２日（火）

午前 10 時 30 分～12 時

第一庁舎４階 会議室 141

１ 開 会

２ 委員長あいさつ

３ 議 事

【論点協議：労働環境の適正化】

（1）労働環境の報告について

（2）労働者からの申出について

（3）一定水準以上の賃金の支払について

４ 閉 会

【今後の会議予定】

日時・場所 内 容

第４回 令和２年６月 24 日（水）午後１時 30 分から

職員会館３階 大会議室

第５回 令和２年７月 16 日（木）午後１時 30 分から 協議、意見整理

第一庁舎５階 会議室 151



平成32年6月2日

選　出　区　分 氏　　　名 所属

三浦　正士
（ﾐｳﾗ　ﾏｻｼ）

長野県立大学

村上　晃
（ﾑﾗｶﾐ　ｱｷﾗ）

長野県弁護士会

杉山　逸人
（ｽｷﾞﾔﾏ　ﾊﾔﾄ）

長野県社会保険労務士会
北信支部

伊藤　隆三
（ｲﾄｳ　ﾘｭｳｿﾞｳ）

長野商工会議所
副会頭

湯本　宜成
（ﾕﾓﾄ　ﾀｶﾉﾘ）

一般社団法人
長野市建設業協会
 会長

労働者団体
代表

中山　英治
（ﾅｶﾔﾏ ｴｲｼﾞ）

長野建設産業労働組合
前組合長

倉島　明
（ｸﾗｼﾏ　ｱｷﾗ）

長野市総務部長

小林　正明
（ｺﾊﾞﾔｼ　ﾏｻｱｷ）

長野市建設部長

長野市公契約条例検討委員会委員名簿

学識経験者

事業者団体
代表

発注者代表
（長野市）



第 3回検討委員会用資料

論点再整理

労働環境の適正化についての

論点（再整理）
ご意見をいただきたい内容

労
働
環
境
の
報
告
を
定
め
る
場
合

(1) 報告の内容は何か

（資料：F）

s 項目は次の 2点への意見を特に求めたい。

ア 当該契約についての最低の賃金額の記載を求めるか

イ 下請（再委託）契約をする場合の関連項目の記載を

求めるか

(2) 提出の対象とする契約の範

囲（金額、業務区分など）

をどう設定するか

（資料：G）

s 労働環境報告の提出を必要とする契約等の範囲は、

条例の適用範囲より狭めて、労働の提供が多くの部

分を占める契約等に限定し（単なる物品購入や一部

の業務委託は除外し）、具体的には次のア、イを素案

とする。

なお、指定管理の協定に関しては、毎年のモニタ

リングにおいて「労働関係法令を遵守し、職員の適

正な労働条件を確保しているか」などのチェック項

目があるため除外する。

ア 工事の請負 契約額が１億円以上のもの（目安：条

件付き一般競争入札に付す金額）

イ 業務委託 契約額が 1,000 万円以上のもの（目安：

条件付き一般競争入札に付す金額）

(3) 報告を受けた市はどう対応

するか

s 対応のイメージは、図１のとおり

s 具体的な措置の内容、適用する条件は、既設の法令

や要綱などとの整合を図る必要があり、市で今後精

査する。

労
働
者
か
ら
の
申
出
制
度
を
設
け
る
場
合

(4) 申出の対象とする契約の範

囲（金額、業務区分など）

をどう設定するか

（資料：第 2回資料Ｂの１）

s 中核市の例では、範囲を限定している例が多いが、

本市は、労働環境の底上げを目指す一環として、「条

例の対象範囲と同様（すべての契約と指定管理の協

定）」とすることを素案とする。

(5) 申出の内容は何か s 中核市では、次のような申出内容とする例が多い。

a:報告書に記載し掲示された内容に反していないか

b:法令、条例の内容に反していないか

s 本市は、労働環境の底上げを目指す一環として、同

様の事項を申出内容の素案とする。

(6) 申出を受けた市はどう対応

するか

s 対応のイメージは、図２のとおり

s 措置は、労働環境報告の場合（3）と同様、市で今後

精査する。

00044352
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第 3回検討委員会用資料

受注者から

市への

報告

記載内容に問題なし
ホームページで公表 （※1）

記載内容に問題あり

内容確認の上で

注意・是正要求・

公表・指名停止・

通報（※2）など

図 1

※2 措置の詳細は、今後市で精査

図２

注意・是正要求・

公表・指名停止・

通報（※2）など 

図 1の※1を含め、

労働環境報告対象契約に関する

労働者から市への申出

 申出内容

の事実関

係を調査

報告書提出対象でない

公契約に関する

労働者から市への申出

 

事業者に労働環境

報告書の提出を求

める。

 

 

※2 措置の詳細は、今後市で精査

(7) 条例の運用状況をチェックする第

三者組織の設置は必要か

（資料：第 1回資料３）

s 他市では、恒常的、臨時的の別はあるが、取組の円

滑化、条例の施行状況、目的達成のための施策に関

すること、労働報酬下限額などを審議するために設

置している。

(8) 一定水準以上の賃金の支払いをど

う考えるか（第 2回から継続）
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平成 30年度における契約件数（累積）（参考資料） 

（注意）・この資料は、１年間のおよその契約件数と傾向をつかむためのものであり完全なものではありません。 

・財務会計システムから機械的に吸い上げたデータであり、捕捉できていない案件も多くあります。 

・各業務区分とも随意契約となる金額区分を除いて割合を計算しました。 

業務区分ごと 

 

契約金額区分 

工事 

件数 割合 

        5 億以上 2 0.2% 

3 億以上 4 0.5% 

 1.5 億以上 11 1.4% 

  1 億以上 28 3.5% 

   5,000 万以上 88 11.0% 

    2,000 万以上 192 24.0% 

     500 万以上 502 62.7% 

      130 万超 801 100.0% 

       0 以上（総計） 3678 ― 

業務区分ごと 

 

契約金額区分 

工事委託 一般業務委託 

件数 割合 件数 割合 

        3 億以上 0 0.0% 5 0.6% 

1 億以上 1 0.9% 9 1.1% 

 5,000 万以上 1 0.9% 20 2.5% 

  2,000 万以上 10 9.4% 55 6.8% 

   1,000 万以上 24 22.6% 98 12.0% 

    500 万以上 49 46.2% 174 21.4% 

     100 万以上 88 83.0% 498 61.2% 

      50 万超 106 100.0% 814 100.0% 

       0 以上（総計） 414 ― 2915 ― 
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